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◯ 本日はご多用のところ、お集まりいただき、 

誠にありがとうございます。 

◯ それでは、決算概要についてご説明させていただきます。 
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◯ 最初に、２０１４年度の決算概要をご説明します。 
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◯ 概要はご覧の３点です。 

◯ １点目は売上です。 

国内における増税後の需要減少や、課題事業の販売絞込み等 

により減収となりましたが、リチウムイオン電池をはじめ、 

重点分野の車載事業は年間を通して堅調に推移しました。 

◯ ２点目は営業利益です。 

営業利益率は５％の着地となり、これにより中期計画 

「ＣＶ２０１５」の３つの経営目標数値を、全て１年前倒しで 

達成することができました。 

◯ ３点目はフリーＣＦです。 

前年に続き、目標を上回る資金創出により、今後の成長投資に 

向けた財務体質の改善が着実に進展しております。 
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◯ 売上高は前年比１００％、為替影響を除いた実質ベースでは 

９７％となりました。 

◯ 利益につきましては、税引前利益が減益となりましたが、 

営業利益、当期純利益につきましては、それぞれ増益となって 

おります。 

◯ ＲＯＥは、２桁の１０.６％となり、前年から２.０ポイント改善 

いたしました。 

◯ 表の右端、昨年１０月末の公表値との比較で見ますと、 

売上高は、わずかに届きませんでしたが、利益は、それぞれ 

公表値を上回る結果となっております。 
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◯ 次に、売上高、前年からの増減を地域別に見ますと、 

日本が大きく減少した一方、米州、欧州、アジアの売上は 

増加しました。 

◯ 日本では、特に家電や住宅関連を中心に、増税後の需要減少が 

響きました。 

◯ 一方、米州では車載やBtoB関連、欧州では車載関連が増収を 

牽引したほか、アジアではエアコンが好調で売上を伸ばしました。 

◯ 中国では、ＩＣＴ向けのデバイス関連が減少したものの、 

エアコンの販売が回復し、ほぼ前年並みとなりました。 

◯ その他に、課題事業の販売絞込み、事業譲渡、為替の影響があり、 

全体ではわずかに減収となりました。 
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◯ 続いて、営業利益の主な増減要因をご説明します。 

◯ グループ特別経営施策の終了や、ヘルスケアの事業譲渡に加え、 

課題事業の改革等に伴う減販影響があったものの、 

固定費圧縮、構造改革効果、合理化努力などでカバーし、 

前年から７６８億円の増益となりました。 
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◯ こちらは、セグメント別の売上と営業利益の一覧です。 

主要セグメントでは、全て増益となりました。 

◯ その他セグメントが減益となっているのは、主にヘルスケア 

事業の譲渡によるものです。 
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◯ 主な課題事業の年間実績は、ご覧の通りです。 

◯ エアコン事業は、国内では家庭用エアコンで増税後の需要減少や 

夏商戦の天候不順の影響がありましたが、アジアを中心とした 

販売伸長や中国の販売回復などもあり、収益が大きく改善。 

◯ テレビ事業は、高付加価値商品へのシフトを進めていたものの、 

第３四半期以降の急激な価格下落に加え、円安による為替の 

マイナス影響もあり、収益はほぼ前年並みとなりました。 

◯ 半導体事業は、固定費削減の取組みや構造改革効果により 

大幅に赤字が縮小。 

◯ 液晶パネル事業は、医療用やテレビ向けが伸長し、大幅増収。 

大幅に赤字が縮小し、直近では、第３四半期に続いて、 

第４四半期も黒字を確保しております。 
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◯ 次に、営業外損益等です。 

◯ 営業外損益は、マイナス１,９９４億円。 

１４年度中に処理すべき事項については、しっかりと手を打って 

おります。 

◯ 主なものは、事業構造改革費用９４９億円、家庭用ヒートポンプ 

給湯機の市場対策費用２４６億円に加え、ブラウン管、リチウム 

イオン電池等の独占禁止法違反について、訴訟関連費用を 

５９２億円計上する一方、事業譲渡や固定資産の売却益を計上 

しております。 

◯ この結果、税引前利益は１,８２５億円、 

当期純利益は１,７９５億円となりました。 

◯ 前年との比較では、税引前利益は、１３年度に事業の売却益や 

年金制度変更に伴う一時益を計上した影響で減益となりました。 

◯ 当期純利益は、連結決算におけるパナソニック単独の繰延税金資産、

１,３０２億円の再計上などにより大幅に改善しております。 

 

 

 

 



Copyright (C) 2015 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 10 

◯ 続いて、フリーキャッシュフローと、ネット資金、 

株主資本比率の状況です。 

◯ 左側のグラフ、フリーキャッシュフローは、 

全社を挙げた資金創出の取組みにより、３,５３５億円となり、 

目標としていた２,０００億円を上回る結果となりました。 

◯ これにより、右側のグラフ、ネット資金の状況は、 

２０１４年度末で、３,３１５億円と、前年から大幅に良化しました。 

◯ また、株主資本比率は３０．６％と、前年度末から０.９ポイント 

改善しております。 
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◯ ここからは、２０１５年度の年間業績見通しについてご説明します。 
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◯ ２０１５年度の売上は８兆円、営業利益は４,３００億円と、 

売上成長による利益創出へと舵を切ってまいります。 

◯ 中でも、売上が３,０００億円以上で営業利益率が５％に満たない、 

大規模６事業部を中心に、売上・利益を伸ばす見通しです。 

この６事業部の見通しについては後程ご説明いたします。 

◯ また、税引前利益は３,０００億円、当期純利益は１,８００億円と 

いずれも増益を見込んでおります。 
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◯ こちらは、営業利益の主な増減要因です。 

◯ 研究開発費の増加等で固定費が増加するものの、 

増販効果や構造改革効果に加え、合理化の継続的な取組み 

により、増益を目指してまいります。 

◯ なお、為替影響につきましては、ほぼニュートラルになると 

見ております。  
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◯ 次に、営業外損益等です。 

◯ 営業外損益では、事業構造改革費用を ４００億円見込む 

ことなどから、税引前利益は３,０００億円となる見通しです。 

◯ その結果、当期純利益は、１,８００億円となる見通しですが、 

先程もご説明した通り、２０１４年度に繰延税金資産の再計上 

もあり、実質的には大幅な増益となります。 
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◯ こちらは、フリーキャッシュフローとネット資金の見通しです。 

◯ ２０１５年度においても、引き続き、 

全社を挙げたキャッシュ創出の取組みを継続し、 

フリーキャッシュフローは、２,０００億円以上を目指します。 

◯ これに伴い、ネット資金は、５,０００億円程度になる見通しです。 

◯ なお、これらの数値には、戦略投資は含まれておりません。 

 

 

 

 



Copyright (C) 2015 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 

◯ 続いて、１５年度からのセグメント変更等についてご説明します。 

◯ まず１点目、組織再編に伴う移管です。 

モータ事業部をアプライアンスからＡＩＳへ、 

そして、消去・調整に含まれていた、日本と中国の流通部門を 

アプライアンスに移管しております。 

◯ ２点目は、収益開示対象事業の変更です。 

今年度は、これまでの赤字事業中心の開示から、全社増益への 

貢献度が大きい６事業部の開示を行ってまいります。 

この６事業部の見通しについては、後程ご説明いたします。 
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◯ この表は、２０１４年度実績を、新・旧のセグメント区分で 

比較表示したものです。赤枠で囲んでいるのが今回の 

変更点です。 

◯ 見通しにつきましては、この「新セグメント」の数値をベースに 

ご説明いたします。 
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◯ 新セグメントベースの２０１５年度の見通しは、 

ご覧の通りであります。 
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◯ こちらが、先ほどご説明した６事業部の見通しです。 

◯ 各事業部で増収・増益を見込んでおりますが、中でも売上では 

エアコン、営業利益では二次電池が成長を牽引してまいります。 

◯ ６事業部合計で見ますと、売上は前年比１０６％で、１,３９４億円の 

増収。営業利益は４１８億円の増益を見込んでおります。 

◯ 続いて、セグメント別に概要をご説明します。 
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◯ 最初にアプライアンス、製販連結ベースの見通しです。 

◯ 売上は、前年比１０１％。 

◯ 家電分野では、ＴＶ事業の販売減の影響があるものの、高い 

成長が期待されるアジア・中国で現地完結の経営・マーケティング 

活動を進め、富裕層をターゲットにしたプレミアム商品の投入や 

現地に適合した商品開発により拡販を図ってまいります。     

◯ また大型空調やコールドチェーンのＢｔｏＢ事業につきましても、 

当社の強みを活かした商品の拡充と海外での販売体制を強化し、 

増販につなげてまいります。 

◯ 一方、営業利益は、ＢｔｏＢ事業・海外事業への 

販売・開発リソースのシフトにより収益構造の転換を図り、 

販売成長に伴った収益を着実に上げてまいります。 

◯ なお、課題事業と位置づけているテレビ事業は、１４年度迄に 

構造改革・事業の方向付けを終え、収益改善を見込んでおります。 
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◯ 続いてエコソリューションズ、売上は前年比１０４％の見通しです。 

◯ 国内の住宅市場では、消費税の影響が一巡するほか、 

非住宅市場も堅調に推移すると見ていますが、ソーラーやＬＥＤの 

価格下落もあり、売上は微増。 

◯ 一方、海外市場では、インド、中国、ＡＳＥＡＮなどの戦略地域を 

中心に配線器具、照明器具の売上を拡大してまいります。 

◯ 営業利益は、価格下落、為替の影響を増販益と合理化でカバーし、

増益を見込んでおります。 
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◯ 次に、ＡＶＣネットワークスです。 

◯ 売上は、映像イメージング事業やモビリティ事業を中心に伸長し、 

前年比１０７％となる見通しです。 

◯ このうち、映像イメージング事業では、当社の強みが活かせる、 

４Ｋ対応のＤＳＣやセキュリティカメラ、そして高輝度のプロジェクター 

など、ラインナップを強化し、高画質・高付加価値分野での事業拡大に

取組みます。 

◯ また、モビリティ事業では、堅牢技術を活かした特長あるタブレットや 

ハンドヘルド端末のラインナップを強化し、様々な現場環境で業務に 

携わる法人ユーザー向け事業の拡大に取組んでまいります。 

◯ さらに、これらコア商材を活かしたソリューション事業の拡大に向け、 

開発・エンジニアリング体制を強化致します。 

◯ この結果、営業利益は、体制強化に伴い固定費が増加するものの、 

増販効果・材料合理化等が寄与し、増益となる見通しです。 
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◯ 続いて、オートモーティブ＆インダストリアルシステムズです。 

◯ 売上は前年比１０１％。 

不採算事業の縮小・撤退による売上減少はあるものの、車載 

電池や車載エレクトロニクス、ＦＡや蓄電システムなどの 

車載・産業向けを中心とした販売増や、為替効果などにより 

増収となる見通しです。 

◯ 営業利益は、成長分野の車載・産業向けで開発投資や減価償却費

が増えるものの、これら車載・産業向け事業を中心とする増販効果や

合理化等により、増益となる見通しです。 
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◯ 最後に、ＩＦＲＳの任意適用についてご説明します。 

◯ お手許のリリースの通り、現在、当社は米国会計基準を適用して 

おりますが、２０１６年度末からＩＦＲＳを任意適用することを決定 

いたしました。 

◯ グループ内の会計基準をＩＦＲＳに統一することで、管理精度の 

高位平準化とガバナンスの強化を図り、キャッシュフローを 

中心とした企業価値向上につなげていきたいと考えております。 
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◯ ご説明は以上になります。 

今後も、当社へのより一層のご理解と、 

ご支援をお願いいたします。 
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